様式第4号

令和　　　年　　　月　　　日

時津町長　山上　広信　　様

所在地
会社名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

誓　　　　　約　　　　　書

当社は、「時津ウォーターフロント公園を核とした官民連携事業化支援業務」公募型プロポーザルへの参加に当たり、実施要領に定める参加資格をすべて満たしていることを誓約します。
また、本誓約書及び提出書類に虚偽の記載が判明した場合は、参加資格の取り消し、その他いかなる措置を受けても異議を申し立てません。

記

当社は、次のすべての要件を満たしています。
(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当しない者であること。
(2) 時津町から指名停止措置を受けていない者であること。
(3) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。ただし、更生計画又は再生計画の認可決定を受けている者を除く。
(4) 時津町が行う各種契約からの暴力団等排除要綱（平成24年時津町告示第1号）第2条第2号及び第3号に規定する暴力団等に該当しない者であること。
(5) 国税及び地方税に滞納がない者であること。
(6) 過去3年以内に、国又は時津町と同規模の地方公共団体が発注した次に掲げるすべての業務について、元請として受託し、履行を完了した実績を有する者であること。
1 官民連携（PPP・PFI）に関する調査又は導入可能性調査業務
2 公園、港湾、公共空間、都市再生又はまちづくりに関する計画策定業務又は調査業務
3 サウンディング型市場調査業務又は民間活力導入に関する支援業務
4 公共施設等の利活用又は土地利用構想に関する業務
(7) 本業務を適正かつ確実に履行するため、管理技術者及び担当技術者を配置できる者であること。

